






















































１ 地方自治法 条第 項の括弧書きについて97 2
→削除を求める

【理由】

① 法定受託事務は、自治体の事務ですので、それに議会の権限が及ばないと

いう理由が見当たらない（理論的に不合理 。）

② 法定受託事務が除外されていてもおそらく実際上の支障はないのではない

か

現在この規定を活用している自治体は、計画類を議決しており（規定が

あるので当然その範囲内でおこなってている 、法定受託事務について）

議決する場合をあまり想定出来ないと思われます。

、「 」 。①の理由から 削除して不都合がある ということの立証責任は国にある

もつとも、提案の必要性・実益という場合に、具体的な事例がないと説得

性にかけるということはある。

議会事務局に照会するということも考えられる。

③立法技術上、北海道だけについてだけ削除するのは不可能ではない。

（他の提案事例と同様）

２ 地方自治法第 条（検査・監査の請求 、同第 条（調査権等）にある括98 100）

弧書き（特に自治事務について）は、実際上除外する必要性があることから立

法されており、それが不都合であるというのであれば、これから規定の合理性

を調査検討する必要性がある。

３ 「本格的道州制」については、委員会の役割が道民等の提案の審査を中心と

していることは分かりますが 道民提案の中には 本格的道州制 に関するも、 、「 」

のも含まれており、それも将来課題として検討し、提案していくという方向で

進むべき。




